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信義誠実の原則に基づく在先権利の保護

事実経緯

　原告である温州澳珀家俱有限公司（以下、「温州澳珀」という）は家具業界での知名度が高く、温州市知名商標や温州ブランド品などの称号を評価された。

2000年1月から2002年6月にかけて、温州澳珀は、国家商標局より家具製品、広告宣伝、貨物展示等に使用される「澳珀」という中国語商標及び「OPAL+澳珀」という組合商標の専用権を授権された。

その後、温州澳珀は、被告である佛山市澳珀家具有限公司（以下、「佛山澳珀」という）が広東省佛山市、広州番禺などにある本店及びチェーン店に「澳珀家具」、「AOPO＋澳珀＋澳珀家具」等の看板を掛けていることを発見した後、その許可なくしてその登録商標と同様の「澳珀」という文字表示を使用することによって消費者を混同誤認させるに足りることを理由に、広東省佛山市禅城区人民法院（以下、「裁判所」という）に提訴し、被告に対し侵害停止、11万元もの損失賠償及び新聞による謝罪を命じるよう求めた。

判決及び理由
　裁判所による審理の過程で、被告である佛山澳珀は次の通り反論を行った。被告の登録した商標「AOPO]が原告の「OPAL]とは明らかに違い、その本店、チェーン店等の商号に「AOPO＋澳珀」、「澳珀家具」等の表示を使用したのは自社の商号と登録商標の正当使用である。その自社の商号が1996年に登記されたため、在先権利を有する。また、原告である温州澳珀の登録した「澳珀」という商標が著名商標ではないため、その権利保護範囲が一定の地域に限定されるべきである。
　裁判所は次のとおり判断を下した。原告である温州澳珀が「澳珀」と関連する登録商標専用権を取得した前に、被告である佛山澳珀は、既に1996年に設立され、「澳珀」という企業商号に対しては法に基づく在先権利を有しており、且つその設立後、「澳珀」を企業商号として対外的に宣伝し続け、佛山での知名度が高まり、長年連続して佛山市消費者協会より信義誠実会社を評価されたことがあり、その「澳珀」商標の使用がビジネス慣行に合致し、目立った不正な競争意図を持たず、善意と認定すべきである。
裁判所は本案の被告である佛山市澳珀家具有限公司に対し佛山以外の地域での広告宣伝における「澳珀」という表示の不正使用を即時停止し、原告である温州澳珀家具有限公司に1万元を損失賠償し、新聞による謝罪を命じた。

三、コメント

１、商号を含める企業名称権の効力が登記登録の主管機構の管轄範囲のみに及んでいるが、商標専用権の効力が全国的であるため、被告である佛山澳珀は、その企業商号に対しては在先権利を有しているが、原告である温州澳珀が法により「澳珀」という商標専用権を取得した後、その工商登録所在の佛山市しかにおいて使用できず、企業商号の使用範囲を拡大してはならない。

２、被告である佛山澳珀が原告である温州澳珀による「澳珀」という商標専用権の取得後、広州市番禺等のチェーン店で「澳珀」という表示を広告宣伝に使用し続けたことに鑑み、原告である温州澳珀の取得した登録商標専用権に対する侵害を構成しており、権利侵害責任を負わなければならない。

３、原告である温州澳珀は199411月1日に先に工商登記を済ませ、その後、関連商標権を取得した。中国商標権法の立法宗旨に基づいて、中国では商標保護に関して登録制度を実施されている。原告である温州澳珀は、法によって関連商標を取得した前に被告である佛山澳珀が故意に権利を侵害したことに挙証責任を負う前提の下で、必然的に被告である佛山澳珀によるその合法的に有する企業名称権の行使を制限することができず、その商標が著名商標としてすでに認定された場合は除く。


国務院の「預金保険条例」についての解説

国務院は、2015年2月17日、「預金保険条例」（以下、「条例」という）を公布し、翌月1日から預金保険制度を導入、施行すると決定した。ここに「条例」の主な内容について次のとおり解説します。

預金保険制度導入の背景と意義

預金保険制度とは、預金を取り扱う銀行業金融機関（以下、「加入機関」という）は、保険料を預金保険機構に納付することで預金保険基金を形成させ、加入機関が経営危機に陥りまたは破綻した場合、預金保険基金管理機構は預金者に即時に一部もしくはすべての預金を払い戻し、且つ必要な措置を取り、預金者の預金及び預金保険基金の安全を維持するための保険制度である。

現在、世界の110余りの国・地域で預金保険制度が導入されており、預金者利益の保護や金融リスクの防止と解消、金融安定化において重要な役割を果たしている。
預金保険の保障範囲

中国国内で設立された預金を取り扱う銀行業金融機関、即ち、商業銀行（外資独資銀行及び中外合資銀行を含む）、農村合作銀行、農村信用合作社などが対象となる。

外国銀行の中国における法人資格を有しない支店および中資銀行の海外における支店の預金は原則として預金保険の対象とならない。但し、中国とその他の国或いは地域との間で預金保険制度に関する約定がある場合は除く。

また、預金保険の対象となるのは人民元預金と外貨預金であり、個人向け貯蓄預金、企業向け預金およびその他機関向け預金の元金と利息が含まれるが、金融機関の同業預金、加入機関における高級管理者の本機関での預金は保険対象外とする。

預金保険の保険料の納付者及び料率の確定

預金保険の保険料は加入機関である銀行業金融機関が納付するものとし、預金者が納付しないとする。預金保険料率は基準料率とリスク別個別料率で算定する。料率基準は預金保険基金管理機構が経済発展状況、預金構造状況および預金保険基金の累積水準などに基づき策定・調整する。各保険加入機関の適用料率は、預金保険基金管理機構が加入機関の経営管理状況とリスク状況などに基づき確定する。

預金払い戻し上限

預金払い戻し上限は人民幣50万元とする。同一の預金者は同一金融機関にあるすべての預金元金と利息の合計金額が、預金払い戻し上限を超えない範囲で全額払い戻される（社会保障基金、住宅積立金預金は別途規定）。

中国人民銀行が2013年末時点の国民一人当りのGDPに基づき試算した結果、50万元の払い戻し上限は99.63％の預金者（法人を含む）の全預金額をカバーすることができる。

払い戻し上限が設定されているが、限度額以上の預金は安全に保障されないことを意味するものではない。条例によって、預金保険基金は預金者に払い戻すこともできれば、その他の加入機関が問題となる加入機関を買収又はリスク処理することを支援することもできる。また、上限を超える預金については法により加入機関の清算財産からの償還を受けることができる。

預金者による払い戻し請求
以下に掲げるいずれかの一に該当する場合、預金者は預金保険基金管理機構に対し、預金保険基金をもって払い戻すよう請求することができる。

１、預金保険基金管理機構が加入機関を接収する役割を担う組織であること

２、預金保険基金管理機構が取り消された加入機関の清算を行うこと

３、人民法院が加入機関に対する破綻申請の受理を裁定したこと

４、国務院が認可するその他の状況。

それに加え、預金保険基金管理機構が上記のいずれかの一が発生した日より７営業日内に全額払い戻すものとする。

預金保険基金のリスクマネジメント
預金保険基金の運用は安全性、流動性、価値確保・価値増加を原則とし、中国人民銀行への預金、政府債券·中央銀行手形·信用格付の高い金融債券およびその他の格付けの高い債券への投資、及び国務院が認可したその他の資金運用形式に限定されている。
注意すべきのは「条例」が銀行破綻のみに適用されているので、下記に掲げる三つの状況が「条例」の適用範囲から除外されている。

１、預金が紛失した場合、それは銀行が経営難に陥ったり破綻に追い込まれたりしたことによることではなく、「条例」を適用しない。

２、銀行の高利回りの金融商品が元本割れ、収益が低く、保険商品に変わった場合は「条例」を適用しない。

３、銀行が代理販売する金融商品は支払い不能及び資金損失の状態に陥った場合、「条例」を適用しない。

	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	国務院の「預金保険条例」『重要法規解説』ご参照下さい
	2015/05/01

	2
	環境保護部弁公庁の「環境影響評価の違法プロジェクトの責任追及の更なる強化」
	2015/03/18

	3
	国家税務総局の「企業の海外関連者への費用支払に関する企業所得税問題の公告」
	2015/03/18

	4
	国家税務総局の「小型零細企業に対する企業所得税の半減徴収範囲拡大の貫徹、実施に関する問題の公告」
	2015/03/18

	5
	国家安全生産監督管理総局の「使用者職業病危害防止八条規定」
	2015/03/24

	6
	国家税務総局の「輸出税金還付業務の更なる完備に関する通知」
	2015/03/31

	7
	国家税務総局の「個人非貨幣性資産投資に関する個人所得税政策に関する通知
	2015/04/01
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